
 

 

 

平成 26 年度 活動の記録 
(平成 26 年 1 月 1 日～平成 26 年 12 月 31 日) 

 

 

 

 

（平成 26 年度通常総会の様子） 

 

 

8 月 20 日，74 名もの犠牲者を出す大規模な土砂災害が広島市で

発生しました。土砂災害防止法制定の契機となる災害があった広

島で，当時を上回る惨事が起こったことは非常に残念であるとと

もに，土砂災害防止に向けた普及啓発活動がまだまだ十分でない

ことを痛感させられました。 

本県は土砂災害警戒区域等の指定率が低いことから，あらゆる機

会に，緊急時の避難や備えの重要性を住民に訴えていく必要があ

るでしょう。 
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業務実施の方針 

 

平成 26 年度は，昨年に引き続き，次の方針で事業を実施しました。 

・調査研究，提案，研修活動等を通して，組織活動の活発化を図る。 

・地域の問題解決を図るため，他団体からの受託事業を円滑に実施し，積極的な

事業展開を図る。 

 

 

活動概要 

 

本年度の活動は，例年とほぼ同様に委託事業，土砂災害写真パネル展などを実施しま

した。岩手県からの委託事業である土砂災害防止法基礎調査説明会補助業務は，平成

26 年度で 9 年目となり，写真パネル展と共に当 NPO 活動の大きな柱です。 

 

今回も，写真パネル展は岩手県砂防災害課と共同で開催しました。集中豪雨や岩手・

宮城内陸地震による土砂災害状況等を写真パネルで展示しました。また，県内の小中

学生が作成した土砂災害防止に関する絵画も掲示し，県民の方々に土砂災害に対する

理解を深めてもらう取り組みをおこないました。 

 

今年も岩手県や市町村職員をはじめ，多くの方々にご協力いただき，活動を続けるこ

とができました。改めて感謝申し上げます。 

 

 

実施した事業および主な活動 

 

【岩手の土砂災害写真パネル展】 

実施日時：平成 26 年 6 月 2～13 日 8:30～17:00 

実施場所：岩手県庁 1 階県民室 

概  要：写真パネル展を岩手県県土

整備部砂防災害課との共催で，土砂災

害防止月間である 6 月に開催しました。 

本年は，平成 25 年 8 月 9 日に発生

した県内の土砂災害状況の写真を中

心に展示しました。この他，岩手・宮

城内陸地震の被災写真，県内の小中学

生が作成した土砂災害防止に関する

絵画のうち，最優秀賞・優秀賞 3 点も

展示しました。  
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【土砂災害基礎調査説明会住民周知事業】 

岩手県から委託を受けて実施している同事業は，9 年目となりました。土砂災害防

止法に基づく基礎調査結果・警戒区域指定に関する説明会の資料配布と，説明会受

付，説明補助，議事録の作成および住民の意識調査を行っています。 

平成 26 年中は，県北土木管内の久慈市・洋野町，大船渡土木管内の大船渡市・陸

前高田市・住田町および花巻市で業務を実施しました。陸前高田市での説明会には

井良沢理事長も出席し，住民からの質問や意見に対し捕捉説明等をおこないました。 

  

県北土木管内 県北土木管内 

  

大船渡土木管内 花巻土木管内 



NPO 法人 防災ネットいわて 2015 

 3 

【平成 26 年度通常総会・研修会】 

実施日時：平成 26 年 2 月 21 日 

16:00～17:00 

実施場所：アイーナ 

（いわて県民情報交流センター） 

通常総会は個人会員 12 名のうち 11 名

の本人参加となりました。平成 25 年度事

業報告並びに収支決算の承認に続き，平

成 26 年度の事業計画および予算が原案

どおり承認されました。 

   

総会に引き続き，井良沢理事長から土砂災害警戒区域等の指定による効果事例と

岩手大学農学部砂防学研究室の調査研究成果が紹介されました。 

 

【鹿児島県垂水市二川地区の例】 

台風の接近や，それまでの降雨を考慮し，土砂災害警戒情報発表前に避難勧

告を発令した。その後，土石流により人家 4 戸と郵便局が全壊したが，住民は

避難していたため人的被害はなかった。区域指定したことにより，被害の恐れ

のある地区に的確に避難勧告を発令できた。 

 

【静岡県小山町湯船地区の例】 

朝から降り続いた雨が 15 時頃から豪雨となり，住民は自主的に公民館へ避難

した。16 時頃に土石流が発生し人家 6 戸に半壊等の被害が出たが，人的被害は

なかった。小山町では区域指定後，土砂災害防災訓練を実施していた。また，

昭和 47 年に災害を経験しており，住民の防災意識が高く自主避難につながった。 

 

【岩手大学農学部砂防学研究室によるアンケート調査結果】 

岩手県は区域指定率が低く，防災マップ等の作成も十分ではない。住民周知

においては，住民説明会等で，より視覚に訴える手法での啓発活動や，土砂災

害に関する知識，ハザードマップの平時からの活用法などの紹介が必要である。 

 

会員の活動の中では，久慈市の大川目地区にお

いて，小倉理事が中心となり自主防災組織が結成

されることが報告されました。 
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